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慢性呼吸不全患者の身体活動の可視化を活用した双方向型遠隔看護システムの開発 

代表研究者 霜山 真 宮城大学看護学群 助教 
共同研究者 佐藤大介 公立小松大学保健医療学部 准教授 

1 緒言 

近年、我が国では諸外国に例を見ない速度で高齢化が進行しており、団塊世代が 75 歳以上となる 2025 年

までに、要介護状態でも住み慣れた地域で自分らしい生活を人生の最後まで続けることができるよう地域包

括ケアシステムの構築が求められている。また、2025 年までに約 30 万床が病院病床から在宅医療へ移行す

ることが計画されており、病院完結型医療から地域完結型医療への転換が加速的に進められている。我が国

における遠隔医療は 1970 年代に始まり、その後、遠方の医師と医師との間で行われる遠隔画像診断や遠隔術

中病理診断、遠方の医師と患者間で行われる遠隔診療、看護師が患者との間で健康相談を行う遠隔看護など

により、遠隔医療の基盤が構築されつつある。特に遠隔看護は健康管理を必要とする患者の健康増進を目的

にバイタルデータを収集し、健康状態の把握とともに的確な健康相談や健康指導の機会を提供することが可

能となる。また、患者とのテレビ電話での画像や音声による双方向のコミュニケーションにより、患者の抱

く不安を解消することを可能とし、質の高い健康管理を提供することができるため、遠隔看護の実践が徐々

に広まりつつある。 

慢性呼吸不全は肺や気道といった呼吸器の不可逆的な変化により生じた呼吸不全が 1カ月以上持続する状

態であり、その病態によりⅠ型呼吸不全とⅡ型呼吸不全に分類することができる。Ⅰ型呼吸不全に対する治

療として酸素療法、Ⅱ型呼吸不全に対して酸素療法に加え補助換気療法が必要となる。近年の医療の発展と

ともに、在宅療養における酸素療法や補助換気療法の普及が著しく QOL 維持向上には欠かすことのできない

治療と言える。慢性呼吸不全に陥った患者は呼吸予備能が乏しく急性増悪をきたしやすい状態であり、医療

機器の管理とともに退院後の呼吸リハビリテーションやセルフマネジメントの継続は QOL 向上には必要不可

欠な問題である。慢性呼吸不全患者は主な症状として呼吸困難を抱えるが ADL の障害まで生じないため、自

らの健康管理により在宅療養を送っている。在宅療養中の慢性呼吸不全患者は増加傾向にあり、健康状態を

維持するためにセルフモニタリングや呼吸困難への対処行動、感染予防行動などのセルフマネジメントの継

続が急性増悪予防の鍵となる。 

現在、在宅療養中の慢性呼吸不全患者は療養日誌などを記帳し、自身の体調管理に勤めているが、より治

療効果を自覚できるように身体活動量やバイタルサイン等の身体状況を可視化しながら、遠隔的に患者指導

や健康相談を行う電子ツール、患者が知識と技術の習得やセルフモニタリングがより容易となる教育ツール

が必要である。したがって、患者が日々の身体状況の可視化を可能とする電子療養日誌を作成、電子療養日

誌を用い個別性に合った生活指導が遠隔看護介入プログラムには含まれる。電子療養日誌で得られた情報を

患者と看護師で共有し、療養生活上で生じた不安感や恐怖感の緩和するために、必要時にテレビ通話による

健康相談を行うことが遠隔看護介入プログラムには必要であると考えられる。 

本研究は遠隔看護支援システムを活用することにより、慢性呼吸不全患者の身体状態をタブレット端末に

より可視化させ、自らの健康状態の管理を支援する。一方で遠隔モニタリングを行い、遠隔地より健康相談

や情報提供を行う遠隔看護介入プログラムの開発を行い、効果を検証することを目指した。 

2 身体活動の可視化を活用した双方向型遠隔看護システムの開発  

2-1 セルフマネジメントの概念分析 
（１）はじめに 

身体活動の可視化を活用した双方向型遠隔看護システムは、セルフマネジメントを継続することを通し

て急性増悪の予防につながると考えた。そのため、システム構築には先行文献からセルフマネジメントと

いう概念の分析が必要不可欠と考えた。また、2030 年に COPD は死因の第 3 位になると予測されているた

め、今後、慢性呼吸不全患者の増加が推察される。外来 COPD 患者の多くが在宅酸素療法や非侵襲的陽圧換

気療法（Noninvasive Positive Pressure Ventilation：以下 NPPV）を受けており、慢性呼吸不全患者に

対する在宅医療の高度化を示している。特に NPPV を受けている慢性呼吸不全患者はⅡ型呼吸不全状態であ
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り、低酸素状態に加え高二酸化炭素状態に陥りやすく、より複雑な身体状態の管理を身に付ける必要があ

る。加えて、在宅療養中の NPPV を受けている慢性呼吸不全患者は呼吸機能の予備能や運動耐用能も乏しい

ことから感冒などにより容易に急性増悪をきたし緊急入院に至る。そのため、NPPV を受けている慢性呼吸

患不全者にはより細やかなセルフマネジメントが求められる。生活の主体者である患者自身の管理能力が

問われ、日常生活のなかでセルフマネジメントを実行するかしないかは患者自身の判断に委ねられる。こ

れまでにセルフマネジメントの獲得が医療費削減効果や QOL 向上に関係することが示唆されている。以上

のことより、今回は NPPV を受けている慢性呼吸不全患者のセルフマネジメントに着目し、概念分析を試み

た。NPPV を受けている慢性呼吸不全患者のセルフマネジメントの概念を明らかにすることは、概念の具体

的な活用方法を明らかにし、より患者に適した支援方法の示唆が得られることとなる。 

 

（２）方法 

 本研究は文献に基づく概念分析であり、Walker＆Avant の手法を用いて、以下の手順を用いて分析を行

った。まず、セルフマネジメントの概念の用法を確認し、定義づける属性を示す。次に NPPV を受けている

慢性呼吸不全患者のセルフマネジメントの概念分析について、定義づける属性を示し、操作的定義を行っ

た。文献検索のデータベースには PubMed、CiNii、医学中央雑誌のデータベースを用いた。キーワードは

「セルフマネジメント」、「自己管理」、「慢性呼吸不全」、「COPD」、「慢性閉塞性肺疾患」、

“self-management”、“chronic respiratory failure”を設定し、言語は日本語と英語とした。現時点で

の概念を分析するため、検索年は 2005 年～2015 年に制限し検索した。そのうち、セルフマネジメントの

記述がある原著論文および会議録、図書 20 件を分析対象とし、関連する記述を抜粋した。 

 

（３）結果 

 NPPV を受けている慢性呼吸不全患者のセルフマネジメントの属性は、『呼吸器症状のモニタリング』、

『呼吸器症状への対処を身に付ける』、『活動的な生活を維持する』、『服薬管理を行う』、『急性増悪への対

策』、『NPPV インターフェースや機器の管理』、『ストレスに対処する』、『適切な食生活と睡眠を確保する』、

『医療者や家族の助けを得る』、『入院中から在宅療養へ継続する』が抽出された。先行要件は『呼吸器症

状の知覚』、『日常生活行動が維持されている』、『NPPV 機器の取り扱い』、『認知力の維持』であった。帰結

は『呼吸器症状の緩和』、『急性増悪の予防』、『健康関連 QOL の改善』、『身体活動量の向上』であった。以

上のことから、NPPV を受けている慢性呼吸不全患者が症状を抱えながら在宅療養生活を送る上で、入院中

から身に付けた技術や知識を用いて、症状が悪化しないように予防的に行動する、または状態を安定させ

るために対症行動を実行する過程であると操作的定義を行った（表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 1.NPPV を受けている慢性呼吸不全患者のセルフマネジメントの属性 
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2-2 身体活動の可視化を活用した双方向型遠隔看護システムの概要 
本システムは、システム内の Web 上プログラムは患者サイトと研究者サイトから成り立つ（図 1）。患者

サイトのタブレット端末上は①日々の身体状態の記録画面、②テレビ通話画面、③医療者への連絡画面（即

時メール配信）、④呼吸リハビリテーション情報（患者教育資料、呼吸リハビリテーション動画）の画面と

する。研究者サイトは対象者の遠隔モニタリングにより得られたデータの一覧画面とする。研究者は対象

の日々の記録を確認でき、経時変化をサマリーシートとして出力できる。サーバーの設置は本システム制

作会社に依頼し、送信データの Secure Sockets Layer（SSL）暗号化をはかり、サーバーへのアクセス権

限は研究者および協力医療機関の担当医のみとする。通信技術として、携帯電話通信網 Long Term 

Evolution（LTE）サービスを用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3 NFC 連携によるバイタルサインデータ収集方法 
本システムの内容の一つとして、身体活動量計や血圧計などで得られた情報をタブレット端末に入力す

ることで、情報が可視化され、コミュニケーションツールとして役立つことを期待した。本研究ではバイ

タルサインデータの収集方において、Near Field Communication（NFC）機能を活用した（図 2）。NFC は

13.56MHz の周波数を利用する通信距離 10cm 程度の近距離無線通信技術で、NFC フォーラムにおいて開発

された機能である。NFC 機能を実装し、対象者のバイタルサインデータの簡易的な読み込みをサポートす

ることとした。バイタルサイン測定機器に関しては、NFC 連携機能を搭載したテルモ社製電子血圧計、電

子体温計、パルスオキシメータ、身体活動量計メディウォーク®を用いて、システム開発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.遠隔看護システムの概要 

図 2.NFC 連携の流れ 
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2-4 身体活動の可視化を活用した双方向型遠隔看護システム構成 
  本システムの画面構成は、ログイン、トップページ、問診、バイタルサイン熱型表、情報提供、医療

者への連絡、ログアウトから成り立つ。ユーザー認証方法として、事前に研究者がユーザーID とパスワ

ードを設定し、対象者自身がログイン画面において認証を行う。対象者の氏名は表示せず、暗号化され

た仮名が付与される。対象者はトップページから問診ボタン、情報提供ボタンを選択し、患者の身体状

態情報の入力または呼吸リハビリテーション動画や患者教育資料による情報を入手する。問診項目の内

容は、バイタルサインデータ（最高血圧、最低血圧、脈拍、体温、SpO2、体重、前日の歩数や活動量）

と自分の症状（呼吸困難感、息切れ、咳嗽などの呼吸器症状の有無、心不全症状の有無、感染徴候の有

無、CO2 ナルコーシスの有無、NPPV マスクの使用状況）、自分の生活状況（食事摂取状況、排泄状況、活

動状況）となる。特に患者情報を入力しやすいように Yes/No の二択化、選択ボタンの拡大、Numerical 

Rating Scale（NRS）を用いた。患者自身が身体状態を入力後に、1 日の入力結果、1 週間・2 週間・1

ヶ月間の問診結果をグラフ化し、これまでの体調の変化として確認することが可能となる（図 3）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

3 遠隔看護介入プログラムの有効性の検証 

3-1 遠隔看護介入プログラムの概要 
慢性呼吸不全患者の急性増悪予防を目的とした遠隔看護介入プログラムは、研究者が予備調査の結果と

文献的考察に基づき開発した遠隔看護支援システムを用いて、NPPV を受けている慢性呼吸不全患者が個々

の心身の状態に応じて、主体的にセルフモニタリングと症状への対処行動などのセルフマネジメントを生

活に組み込み、急性増悪を予防する看護介入プログラムである。実施の際には対象者の担当医との連携を

密にとり、協働しながら行った。実施内容は、主に①対象の日々の身体状態を遠隔地でモニタリング、②

対象の日々の生活を送る上での疑問点や問題点に対する健康相談、呼吸器症状が軽減するための生活習慣

やセルフマネジメントに関する情報提供である。 

図 3.遠隔看護システムの画面サンプル 
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本プログラムの構成は①NPPV を受けている慢性呼吸不全患者の自宅からのタブレット端末を用いたデ

ータ入力、②研究者のパソコン端末からの遠隔モニタリングおよび健康相談、③データベースサーバー、

④ 協力病院呼吸器内科主治医、⑤携帯電話通信から成り立つ（図 4）。タブレット端末は研究者より貸与

して提供される。遠隔看護方法は対象が 1日 1回、一定の時刻にタブレット端末に表示される質問項目に

対して、10 分程度の作業時間で選択肢の中から回答し、身体状況に関するデータをサーバーへ送信する。

その内容はバイタルサイン、療養生活上の呼吸器症状、食事摂取状況、排泄状況、服薬状況、呼吸器以外

の身体症状、医療者への質問内容とし、対象はタブレット端末画面からタッチパネル上のボタンによって

回答する。タブレット端末入力時間帯は午前とし、午後に看護対応（1日 1回 30 分程度）を想定した。タ

ブレット端末の未入力が 2日以上続いた際には速やかに対象へ電話連絡を行い、原因の解消をはかること

とした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3-2 遠隔看護介入プログラムの有効性 
（１）方法 

  本プログラムへの参加協力の同意を得た NPPV を受けている慢性呼吸不全患者を対象に、介入期間を 3

ヶ月としプログラムの効果を検証した。調査に関心を持った対象が自由意思により、研究者に初回面接の

問い合わせを行った。初回面接では適格基準の確認と調査説明を口頭および文書で行い、調査参加の同意

書を提出した時点で本調査対象として登録した。次に割り付け表をもとに対象を介入群および対照群に分

類した。その後、すべての対象にベースラインデータとして各評価項目の測定と質問紙調査を実施した（図

5）。介入群は遠隔看護介入プログラムの概要、入力方法の手順について説明を受け、自宅にて ICT を用い

た身体状況の入力を依頼した。その際、必ず対象の自宅を家庭訪問し、情報通信機器の動作確認とセッテ

ィングを行う。対象の定期外来受診は月に一回予定されているため、定期外来受診の機会を活用し身体状

況の変化について各評価項目を測定した。効果指標には主観的な指標として、COPD における疾患特異的な

健康関連 QOL 尺度である St. George’s Respiratory Questionnaire（SGRQ）を用いた。SGRQ は COPD に

おける疾患特異的な健康関連 QOL 評価尺度として開発されたが、その後、様々な呼吸器疾患における信頼

性や妥当性が検証されており、日本語版としても西村らが信頼性・妥当性の検証を行っている。咳、呼吸

困難、喘鳴などの呼吸器症状やそれらの症状による社会的影響、心理的影響の経時的変化が評価できるよ

うに構成されている。また、医療介入による変化の描出能力に優れている尺度である。50 項目の質問から

成り立ち、Symptom、Activity、Impact の構成要素に分けて、得点が計算される。また、客観的な指標と

してテルモ社製メディウォーク®で得られる身体活動量を測定することとし、使用前後の比較検討において

効果検証を行った。 
  倫理的配慮として、本研究は所属施設の倫理委員会による承認を得てから実施した。また、研究協力病

院の病院長、看護部長、診療科長より研究実施の許可、研究協力病院の倫理審査委員会の承認を得てから

行った。研究遂行は臨床、疫学研究倫理指針に基づき、所属機関および医療施設倫理委員会承認の後に実

施することを遵守した。得られたデータは、研究者のみが取り扱い、その他の者が目にすることはないよ

図 4.遠隔看護介入プログラムの概要 
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うに厳重に保管し、本研究以外で使用することはないことを説明した。本研究は非侵襲的であり、病状の

安定した対象を選択しているが、万が一、本研究により身体の変化があった場合は、参加を中止し主治医

に連絡し、速やかに治療を受けられるよう対応した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）結果 

  本研究デザインは介入群と対照群を無作為に設定して、効果を検証する無作為化比較試験である。本研

究対象者は介入群 3 名、対照群 3 名の計 6 名であった。対象全体の平均年齢は 75.6 歳、全員男性で COPD

患者であった。NPPV 使用年数は平均 1.5 年、全員が夜間のみ NPPV を使用していた。介入群および対照群に

おいて基本属性を比較した結果、有意差は認められなかった。介入群の SGRQ 総得点はプログラム前後で変

化は見られなかった。しかしながら、下位項目である Symptom 得点に関してはプログラム参加前が 48.7 点

であったのに対してプログラム参加後には 32.7 点に低下しており、本プログラムが呼吸器症状の改善に関

する効果について可能性が示唆された。一方で、身体活動量を示す 1 か月間の平均歩数は、介入群は 4297

歩から 4754 歩に約 10％上昇したものの、対照群は 2498 歩から 1818 歩と約 30%の減少を示していた。本プ

ログラムが身体活動量の維持向上においても効果がある可能性が示唆された。 

  本プログラム参加後の対象者に遠隔看護システムへの考えについてインタビュー調査を行った。すべて

の対象者に「定期的な血圧測定などが習慣となった」、「最初は面倒だと感じたが慣れると大丈夫」、「参加

していると健康管理ができていると感じる」という意見が共通して聞かれた。また、改善点としては、タ

ブレット端末や通信環境に関することが多く聞かれた。システム画面に関しては、「バイタルサインデータ

の入力が 1つ 1つで手間がかかる」との意見が出された。 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.有効性検証の研究デザイン 

表 2.健康関連 QOL の推移 表 3.身体活動性の推移 



 

7 

 

4. 遠隔看護介入プログラムの臨床応用の可能性 

 本研究では身体活動量を可視化させ双方向型の遠隔看護システムの開発から、それらを活用した遠隔看護

介入プログラムの構築を行ってきた。また、プログラムの構築だけではなく外来患者への有効性についても

検証してきた。これまでの研究の成果として、対象数が少ないため、変化は小さいが少しずつ効果が見られ

はじめてきた。対象とした慢性呼吸不全患者は多くが高齢者であり、慢性的な経過をたどる方が多くみられ

ることが特徴である。対象が介入によりセルフマネジメントを身に着けたとしても、即座に効果がみられる

とは限らず、介入期間が 3ヶ月では短期間であった可能性がある。より長期的な視野を持ち、観察を続けな

ければならないと推察される。個人の行動を変容させることを目的としたトランスセオレティカル・モデル

によれば、対象者の行動変容ステージに応じて、行動変容プロセスを用いて、具体的で個別化された介入を

行うことで新たな行動が身に着くことが述べられている。したがって、遠隔看護においても同様であり、画

一的な介入に留まるのではなく、患者背景に応じた介入（看護支援）が求められていることがわかる。つま

り、患者背景を良く知る医療者でなければ効果的な活用は難しいと推察される。 

 一方で臨床現場に応用する場合には介入する医療者（看護師）の実施環境を整えていかなければならない。

遠隔看護を行う際には時間を要することとなる。特にテレビ通話システムを用いる場合には行う側と受ける

側の予定の調整が必要不可欠となる。そのため、臨床現場において活用する際には遠隔看護業務に従事する

専任の看護師を配置しなければならないと考えられる。 

 遠隔看護システムの活用によって、これまでに把握できなかった在宅療養中の身体状態が速やかに把握で

きることとなった。この変化により、これまでの医療システムとは異なるシステムの構築が求められている

と考えられる。2018 年 4月の診療報酬改定に伴い、遠隔モニタリングの診療報酬加算も認められており、今

後、遠隔看護は急速に発展していく可能性が高い。医療機関として遠隔看護システムの利点と欠点を把握し

た上で新たな医療システムの構築を目指すことが臨床応用の鍵となると考えられる。 
 
 

5.今後の研究計画 

 本研究において、身体活動の可視化を活用した双方向型遠隔看護システムの運用の可能性を見出し、介入

後の効果と課題についても明らかとなった。特に各患者の病状は一人一人で異なり、個々のニーズに応じる

ことが医療の質の向上のためには不可欠であると推察された。そのためにも医療者自らが各患者独自の問診

項目や異常値アラームの設定できる機能の実装し、患者のより個別的な状態について把握していくことが必

要となる。これらの課題をもとにシステム開発を再度行い、患者の個別性を生かした介入を行った効果を測

定し、より質の高いエビデンスを確立していく。また、研究者だけが活用するのではなく、臨床現場に努め

る看護師が実際に使用でき、より患者背景に沿った介入を行っていけるように研究を進めていきたいと考え

ている。そして、遠隔看護がより簡単に導入できるように協力企業と共同してソフトウェアの管理を行うこ

とが必要であり、臨床現場への拡大を図っていきたいと考えている。 
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